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Abstract 
 

In this paper, results of facility damage judgment in the Great East Japan Earthquake are analyzed. The damage ratio 
of facilities tends to increase with the scale of seismic intensity. That trend is especially remarkable for facilities with steel 
structures. Also proposed is a facility damage estimation method for scenario earthquakes based on the results of the 
facility damage judgment in the Great East Japan Earthquake. Facility damage can be classified into three categories 
using the proposed method. An example of the application of the proposed method is shown for the assumed earthquake 
in northern Tokyo Bay. 
 

概  要 
 

本報告では、東日本大震災において当社が実施した建物被災度判定結果についての分析を行った。建物に被害が生じた割合

は、気象庁の震度階と共に高くなる傾向が見られ、特にS 造建物においてこの傾向が顕著であった。また、東日本大震災の被

災度判定結果に基づく将来のシナリオ地震に対する建物被災度推定手法の提案を行った。提案手法により建物被災度は、無被

害とほとんど無被害が支配的な領域と部分的な被害ありと顕著な被害ありが相対的に支配的な領域、およびこれらの中間の領

域の3つのカテゴリーに分類することができる。提案手法の適用例として、東京湾北部地震に対する被災度推定結果を示した。 

 

 

§1.はじめに 
 
東日本大震災においては、広範囲で震度6弱以上の

強い揺れに見舞われており、新耐震基準で設計された

建物では主要構造部の被害は少なかったが、建物の天

井や間仕切り壁、および設備などの非構造部材に多く

の被害が生じた。今後は、首都直下地震や南海トラフ

の巨大地震などが発生する可能性が高いことが指摘さ

れており、東日本大震災で得られた教訓を今後の防

災・減災対策に活かすことが重要である。 
本報告では、まず、東日本大震災において当社が実

施した建物被災度調査の分析結果について報告する。

次に、将来の地震に対する建物被災度を推定する際に、

東日本大震災における建物の被災状況を考慮するため

に、建物被災度と建物の損失評価結果との対応関係を

求める1つの手法を提案し、東京湾北部地震に対する

試行結果を紹介する。 

§2.東日本大震災における建物被災度判定結果の分

析 

 

2.1 建物被災度調査の概要 

建物被災度調査は、施設の応急復旧対策の必要性の

有無と被災箇所と被災程度を確認するために、東北地

方から関東地方の建物を対象として、被災建築物応急

危険度判定マニュアル1)に準じて社内で作成したチェ

ックシートに基づいて目視により実施したものである。 
建物被災度判定においては、建物の地盤基礎(地盤基

礎の破壊、建物の沈下傾斜)、躯体(主要構造、2次部材)、
外装(窓ガラス、外装材、外部仕上げ)、内装(天井、間

仕切り壁、内部仕上げ)、設備(外部、内部)、Exp. J、
外部突出物、外構、その他について、◎(無被害)、○(ほ
とんど無被害)、△(部分的な被害あり)、×(顕著な被害

あり)の4段階について判定を行っている。さらに、こ

れらの判定結果に基づいて建物全体に対する被災度を 
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図－1 対象建物の用途構成 

図－2 対象建物の構造種別構成 

図－3 対象建物の建設年代構成 

図－4 対象建物の階数構成 
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総合判定として、◎、○、△、×の4段階で判定を行

っている。以下では、建物被災度判定を行ったものの

中で、構造種別と竣工年が判明しており、かつ階数が

15階以下となる1,260棟を対象として分析を行う。 
対象建物の用途、構造種別、建設年代、および階数

の構成を図－1～4 に示す。用途の主なものは、事務

所、工場、学校、集合住宅などであり、階数は低層

のものが多くなっている。 
 
2.2 建物被災度判定結果と震度階との関係 

建物被災度の総合判定の◎、○、△、×に対する棟

数と震度階との関係を表－1 に示す。ここで、震度階

については、(独)産業技術総合研究所のQuakeMap2)に

おける250mメッシュ単位の計測震度相当値を1kmメ

ッシュ単位で平均化したものを用いている。3.3 にお

いて詳述するが、震度4以下の建物棟数は、他の震度

階に比べて相対的に少ない傾向にある。これは、建物

被災度調査を震度階が高い地域や建物の所有者からの

要望により行っているためである。震度 4 以下から 6
強までは、震度階と共に◎の割合が低くなり、逆に×

の割合が高くなる傾向にある。また、△と×を合わせ

た割合は、震度5強では約40%であるが、震度6弱以

上では60%を超えており、震度6弱以上になると被害

が増える傾向にある。 
 

2.3 各部位の建物被災度判定結果と構造種別との

関係 

基礎・地盤、構造躯体、外装、内装、設備、外構、

その他に対する建物被災度調査による×判定と△判

定された建物の割合と震度階との関係を図－5, 6 に示

表－1 建物被災度の総合判定と震度階との関係 
 

震度階 

総合判定  

◎ 

(無被害） 

○(ほとん

ど無被害) 

△(部分的

な被害) 

×(顕著

な被害) 
計 

4以下 
7 13 7 0 27 

0.26 0.48 0.26 0.00  

5弱 
93 166 109 13 381 

0.24 0.44 0.29 0.03  

5強 
50 188 121 25 384 

0.13 0.49 0.32 0.07  

6弱 
15 103 141 73 332 

0.05 0.31 0.42 0.22  

6強 
5 46 40 42 133 

0.04 0.35 0.30 0.32  

7 
0 1 2 0 3 

0.00 0.33 0.67 0.00  
計 170 517 420 153 1260 

*上段：棟数、下段：各震度階における棟数割合を表す。 
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す。×判定の割合は震度階と共に概ね高くなる傾向が

見られる。部位別では、外装(窓ガラス、外装材、外部

仕上げ)と内装(天井、間仕切壁、内部仕上げ)の被害割

合が高い。震度4以下では、建物被災度調査を行った

建物棟数が他の震度階より少なく、被害ありの建物棟

数が相対的に多いため、△判定の割合が高くなってい

ると考えられる。 
次に、新耐震基準の S 造建物と RC 造および SRC

造建物に対する×判定の割合と震度階との関係を図

－7, 8 に示す。S造での×判定の割合がRC造・SRC
造に比べて高く、特にS造での外装と内装の×判定の

割合がRC造・SRC造に比べて高い傾向にある。 
 
§3.建物被災度判定結果と建物の損失評価結果との

対応付け 

 

政府の地震調査研究推進本部によると、南関東の

M7 程度の地震や南海トラフの地震が今後 30 年間に

発生する確率は60%を超えている3),4)。防災・減災の観

点から、想定される地震に対する建物群の被災度を推

定することが重要となる。ここでは、将来の地震に対

する建物被災度を推定することを目的として、東日本

大震災における建物被災度判定結果と建物の損失評価

結果との対応関係を求める1つの手法を提案する。 
 

3.1 建物被災度判定結果と計測震度との関係 
建物被災度の総合判定(◎、○、△、×)毎に計測震

度に対して求めた基準化した累積頻度分布を図－9 に

示す。図－9 から建物被災度判定結果の計測震度依存

性が明瞭に認められる。基準化した累積頻度値が 0.5
となる計測震度に着目すると、◎では約 5.0、○では

約5.1、△では約5.3、×では約5.7となっており、被

災程度が高くなるにつれ、建物被災度分布の中央値に

対応する計測震度も高くなる傾向が見られる。 
 

3.2 建物の損失評価方法の概要 
建物の損失評価においては、文献5)に示したように、

建物の部位を内外装、躯体、設備、その他に分けて、

構造種別と建築年代に応じてそれぞれのフラジリティ

曲線を設定する。次に、建物の応答を簡易応答評価式6)

により算定し、各層の応答(層間変形角、層間変形、層

の応答加速度等)を評価し、上記の各部のフラジリティ

曲線と対応する応答値により損失比を評価する。 
最大地動速度については、QuakeMapにおける

図－5 ×判定の建物割合と震度階との関係 

図－6 △判定の建物割合と震度階との関係 
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図－7 ×判定の建物割合と震度階との関係(S造、

新耐震) 
 

図－8 ×判定の建物割合と震度階との関係(RC・
SRC造、新耐震) 
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250mメッシュ単位の最大地動速度を 1kmメッシュ単

位で平均化したものを用いている。また、最大地動加

速度は、最大地動速度に対する最大地動加速度の比

(A/V )を 6.2 と設定して算出している。これは、簡易

応答評価式と本報告で用いているフラジリティカーブ

による損失評価結果と既往のフラジリティ曲線図7)に

よる損失評価結果との比較からキャリブレーションを

行い、入力損失的な効果を考慮に入れて設定した値で

ある。 
 

3.3 建物被災度判定結果と建物の損失評価結果と

の対応付け 
建物の被災度を示すIndex値としてIdを導入する。建

物の内外装、躯体、設備、その他の損失比をLa, Ls, Lm, Lo、

各損失比に対するインパクト係数をIa, Is, Im ,Ioとし、

Index Idを以下のように定義する。 
 

 
式(1)でインパクト係数として、各建物部位のコスト

比を与えると、IdはPML等で用いられる予想損失額を

再調達価格で割った値を与える事になる。 
上記で述べた被災度Index Idと建物被災度との関係

より得られる各種統計量は、調査された建物について

の統計量を表すことはできるが、調査されていない建

物を含んだ統計量は表していない。ここでは、｢未調査

建物の被害統計量は、当該建物所在地の震度に依存し、

その統計量は同じ震度を受けた調査建物の被害統計量

に等しい。｣との仮定を用いて、未調査建物を含んだ場

合の被害統計量を推定することを考える。 
上記の仮定は、未調査建物の場合は大半が無被害か、

ほとんど無被害である状況と予想されることから実際

には無被害であるものを被害有とみなすことにつなが

ると思われる。しかし、このような考え方を用いる事

により、被害有とみなされる 建物を相対的に多めに評

価する事になり、本手法によって求められた統計量は

安全サイドの判断指標を与えるものと判断される。従

って、このような仮定を用いて概略的に未調査建物も

含めた被害予測統計量を算定することは実用上、合理

的であると考えられる。 
インパクト係数をIa =25, Is =25, Im =25, Io =25(イン

パクト係数をコスト比としてすべて 0.25 として求め

たId値を100倍した事に相当)とする。 
各建物の所在地の震度階毎に基準化した累積頻度と

Idとの関係を求めると図－10 のようになる。震度階が

高くなるにつれ、Id値が大きくなる傾向が見られる。 
表－2 に建物被災度判定が行われた建物の震度階毎

の建物棟数(表中*1)とその比率(表中①)、ならびに、当

社施工建物のデータベースに登録されている建物棟数

(未調査建物を含む)の震度階別の比率(表中②)と①/②
を示す。 
表－2 の①/②の値に見られるように、調査建物の棟

数比率は震度 6 弱以上において相対的に高く、震度 5
強以下において相対的に低くなっている事がわかる。

これらの結果より、調査されている建物は震度５弱以

上の地域のものがほとんどであり、被害調査建物の被

災度結果は震度5弱以上の性状が大きく反映されてい

(1) oommaad ILILLsIsILI +++=

表－2 震度階毎の建物棟数とその比率 
 

震度階 ＊1 ① ② ①/② 

4以下 27 0.02 0.17 0.12 

5弱 381 0.3 0.42 0.71 

5強 384 0.3 0.31 0.97 

6弱 332 0.27 0.08 3.38 

6強以上 136 0.11 0.02 5.5 

計 1260 1 1 ― 

 
 *1：建物被災度調査棟数 ①：被害調査建物内棟数比率 

 ②：建物データベース内棟数比率 

 

図－9 東日本大震災における建物被災度毎の基

準化累積頻度分布 

 

図－10 東日本大震災における震度階毎の被災度

調査建物の Idの累積頻度分布 
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る結果となっている事がわかる。 
未調査建物を含んだ震度階毎の推定累積頻度は、未

調査建物に対する前述の仮定により、図－10 に示す各

震度階の基準化した累積頻度分布に震度階毎の当社施

工建物のデータベース内棟数比率(表－2 中②)を乗じ

る事によって、図－11 のように求める事が出来る。 

図－12 は図－10 の震度階毎に基準化した累積頻度

分布に対して(◎、○)、(△、×)と判定される割合を示

したものである。これらの結果と表－2 の②の値との

積和を計算すれば、図－13 に示すような対象建物全体

のIdの累積頻度分布と各Idに対して(◎、○)、(△、×)
と判定される割合を求めることができる。図－14 に、

図－11 東日本大震災における未調査建物を考慮し

た震度階毎の推定累積頻度分布 

 

図－12 東日本大震災における震度階毎の基準化

累積頻度分布と(◎または○)と(△または

×)と判定される割合 

 

図－13 東日本大震災における未調査建物を考

慮した(◎または○)と(△または×)で分

類した場合のIdの推定累積頻度分布 
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図－14 東日本大震災における建物被災度毎の平均

層間変形角累積頻度分布 

 

図－15 東日本大震災における建物被災度とId
および平均層間変形角との関係 
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建物被災度の総合判定(◎、○、△、×)毎に簡易応答

解析結果より求まる建物の平均層間変形角に対して求

めた基準化した累積頻度分布を示す。基準化した累積

頻度の値が 0.5 となる平均層間変形角は、◎では約

1/500、×では約 1/150 となっている。平均層間変形

角とIdとの関係を図－15 に示す。平均層間変形角とId

との関係については、2 本の曲線でモデル化できるよ

うな分布形状を示している。同じIdに対して平均層間

変形角が大きいグループがS造に対応するものであり、

平均層間変形角が小さいグループがRC造やSRC造な

どに対応するものである。図中、平均層間変形角1/500
と1/150に対応するId の値(Id 1およびId 2)はそれぞれ概

ね0.3と0.5となる。 
建物被災度の推定においては、被災度区分指標値と

してId 1 、Id 2を導入して、(◎、○)が相対的に支配的

な領域(～Id 1)、(△、×)が相対的に支配的な領域(Id 2

～）、およびそれの中間的な領域(Id 1～Id 2)を設定する。

図－13 の正規分布で近似した曲線に対して、Id1=0.3、
Id 2=0.5とした場合に、それらのIdの値によって区分さ

れるデータの状況を図－16 の円グラフに示す。図－

16 において、時計回り方向にそれぞれId <0.3、0.3≦ Id 
≦0.5、0.5< Id に該当するデータの割合を示している。

また、上記の 3 つのIdの区分において、建物被災度判

定での総合判定結果がそれぞれ(◎または○)、(△また

は×)となっているものの割合も示している。図－16
より、以下の事項が指摘できる。 
① Id <0.3、0.3≦Id≦0.5、0.5< Id となる建物の割合

は0.82、0.11、0.07となる。 
② Id <0.3となる建物の内で(◎または○)となってい

る割合は約0.7、0.5< Idとなる建物の内で(△または×)
となっている割合は約0.7となる。 
③ 0.3≦Id≦0.5 となる建物の内で(◎または○)、(△
または×)となる割合はそれぞれ0.45,0.55でほぼ半々

となる。 
上記より、本分析で設定したインパクト係数より算出

されたIdを用いるとId <0.3、0.3≦Id≦0.5、0.5< Id の区

分に応じて建物を分類した場合、Id <0.3と判定された

建物の内の約 70%は被災度判定において(◎または○)
と判定され、0.5< Idと判定された建物の内の約70%は

(△または×)と判定され、0.3≦Id ≦0.5 と判定された

建物については概略(◎または○)、(△または×)がそれ

ぞれ50%ずつの割合となると予想される。従って、本

分析において採用したインパクト係数を用いた指標Id

および被災度区分指標値Id1＝0.3、Id2＝0.5を用いて建

物の被災度予測をすれば、Id <0.3 の場合に対して約

70%の確率で(◎または○)と判定される建物を、0.5< 
Idの場合に対して約 70%の確率で(△または×)と判定

される建物を予測することができる。また、0.3≦Id

≦0.5 の場合には、概ね 50%の確率で建物の被災度は

(◎または○)または(△または×)と判定される。 
 

3.4 東日本大震災における計測震度と最大地動速

度との関係 
東日本大震災において建物の被災度調査を実施した

地点を対象としてQuakeMapを1kmメッシュ単位で

平均化した計測震度と最大地動速度との関係を図－

17 に示す。両者の平均的な関係を回帰分析により求め

ると、以下のようになる。 
 

 
ここに、Vmaxは最大地動速度(cm/s)、Iは計測震度であ

る。 
式(2)を図－17 に破線で示した翠川式8)と比較する

と、およそ震度5強以上では翠川式によるものより最

大地動速度が小さく、逆に、およそ震度5弱以下では

翠川式によるものよりも大きくなっている。将来の地

震に対して建物被災度を推定する場合には、計測震度-
最大地動速度の設定が重要である。この関係は海溝型

や内陸直下などの地震の発生タイプによって異なると

考えられるが、以降の検討においては、東日本大震災

における計測震度と最大地動速度の平均的な関係とし

て式(2)を用いる事とした。 
 
§4.東京湾北部地震に対する建物群の被災度推定 

 
4.1 本手法の留意点と将来発生すると考えられる

地震に対する被災度分布予測のための改良 
東日本大震災における震度分布とそれらの震度分布

内に存在する建物の分布状況が等しいと考えられるよ

うな地震については、概ね類似したId 値の累積分布、

あるいは統計的性質を有すると考えられるため、3.で
示した手法によって被災度分布を予測することは可能

であると思われる。しかしながら、将来に発生すると

(2) )I.exp(.V max 9406018630=

図－17 東日本大震災における建物被災度調査位

置における計測震度と最大地動速度との

関係 
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予想される地震については、その地震によって引き起

こされる震度分布と震度分布内に存在する建物の分布

状況が一般的に東日本大震災におけるものと違うと考

えられるため、本手法を将来に発生すると予想される

地震に対する被災度分布予測に適用する場合には、改

良を加える必要があると考えられる。 
ここでは、上記を鑑み、将来発生すると考えられる

地震の被災度分布を予測するための手法を以下に提案

する。 
① 将来発生すると考えられる地震(以下、将来地震と

呼ぶ)の震度分布(何らかの形で与えられているものと

する)の入手 
② 将来地震の各震度分布(震度4以下、震度5弱～震

度 6 強以上等)とそれらの中に含まれる建物数の調査、

および各建物のId値と累積頻度- Id 関係を導出(但し、Id

値評価時の計測震度から最大地動速度への変換につい

ては、式(2)に示した東日本大震災における観測記録の

計測震度-最大地動速度関係の回帰式を用いる。) 
③ 東日本大震災において得られた、各震度に対する

基準化した累積頻度- Id関係(各震度に対する基準化し

た累積頻度- Id関係と、それの(◎または○)および(△ま

たは×)と判定されるものの分布)に将来地震の各震度

地域に存在する建物数を乗じ、それらの和を計算し、

将来地震の累積頻度- Id 関係（累積頻度- Id 関係と、そ

れの(◎または○)および(△または×)と判定されるも

のの分布)を導出 
④ 一般的に本節の最初で述べた理由により、③によ

って求められた将来地震の累積頻度- Id関係は②によ

って得られる累積頻度- Id 関係とは異なった分布とな

るが、各Id 値に対する(◎または○)および(△または×)
の割合は両者とも同じになると考え、②によって得ら

れた将来地震の累積頻度- Id 関係に③によって求めら

れた(◎または○)および(△または×)の内訳を与える。 
⑤ ④で求めた、将来地震の累積頻度- Id 関係を用い

て、ほぼ(◎または○)と判定されると見做し得るId値の

境界値、ほぼ(△または×)と見做し得るId 値の境界値

を設定する。 

以上のプロセスによって求めた(◎または○)および

(△または×)の累積頻度分布は、必ずしも単調増加と

はならず正確な意味での累積頻度分布とは言えないが、

概ね累積頻度分布を表現しているものと考えられる。

上記の②に示した方法により求めた将来地震(中央防

災会議から 2004 年に公表された東京湾北部地震：対

象建物棟数約10,300)に対する累積頻度- Id 関係、およ

び④に示した方法により求めた(◎または○)および(△
または×)の推定累積頻度とIdとの関係を図－18 に示

す。 
 

4.2 将来地震に対するId 判定領域の検証 

4.1 で示した考え方によって求めた将来地震に対する

(◎または○)および(△または×)の累積頻度分布に前

述の被災度区分指標値Id 1=0.3、Id 2 =0.5を適用した場

合のデータ構成比を求める。将来地震の被災度推定地

域の建物約10,300棟に対する検証結果を図－19に示

す。図の表現については、図－16 の場合と同様である。 
図－19 より、以下の事項が指摘できる。 
・Id <0.3、0.3≦ Id≦0.5、0.5< Id となる建物の割合

は0.12、0.09、0.79となる。 
・Id <0.3となる建物の内で(◎または○)となってい

る割合は約0.67、0.5< Id となる建物の内で(△または

×)となっている割合は約0.65となる。 
・0.3≦ Id ≦0.5となる建物の内で(◎または○)、(△

または×)となる割合はそれぞれ 0.56, 0.44 でほぼ

半々となる。 
上記より、東京湾北部地震に対して本分析で設定し

たインパクト係数より算出されたId を用いるとId 
<0.3、0.3≦Id ≦0.5、0.5< Id の区分に応じて建物を分

類した場合、件数的にはそれぞれ概ね丸めた値で、10%、

10%、80%の比率となると予想される。また、Id <0.3
と判定された建物の内の約 70%は被災度判定におい

て(◎または○)と判定され、0.5< Id と判定された建物

の内の約 70%は(△または×)と判定され、0.3≦ Id ≦

図－18 将来地震に対するIdの推定累積頻度分布 
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0.5と判定された建物については概略(◎または○)、(△
または×)約50%ずつの割合となると予想される。 

 
§5.まとめ 

 
東日本大震災における建物の被災度判定結果の分析

から、震度6弱以上では調査した建物の約6割以上に

顕著な被害か部分的な被害が生じている。また、天井

や間仕切り壁などの内装と外装の被害は、S 造で多く

生じている。 
次に、建物の被災度判定結果を考慮した被災度推定

手法について検討を行い、新たな被災度指標Id を導入

した。この指標に基づくと、無被害とほとんど無被害

が支配的な領域と部分的な被害ありと顕著な被害あり

が相対的に支配的な領域、およびこれらの中間の領域

の3つに分類できることがわかった。 
提案した建物被災度推定手法を用いることにより、

首都直下地震や南海トラフの地震などに対する建物群

の被災度を推定することが可能となる。本手法は、今

後発生が予想される大地震の BCP 対応に有用である

と考えられる。 
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